
資料４

防災・河川環境教育の充実に係る取組の強化について
（関川・姫川大規模氾濫に関する減災対策協議会 第４回 幹事会）

１）本協議会における対応方針

附属資料 1 ～ 3のとおり、標記における取組の強化を行うよう、高田河川国道事務

所事務所、新潟県土木部長、新潟県教育委員会等に通知が来ているが、それを受けて、

本協議会において、具体的にどのような対応を行っていくか、今後の方針を決定した

い。

本通知の主旨としては、「防災・河川環境教育の充実」であるが、現時点でまさに

この主旨に沿った取組が、高田河川国道事務所において、「総合学習支援」という形

で実施（附属資料 6）されている。

以上より、事務局としては、従来から高田河川国道事務所単独で取り組んできた「総

合学習支援」を、そのまま「本協議会における防災・河川環境教育の充実に係る取組」

として位置づけたいと考える。

２）本協議会における支援校の決定

本通知の補足（附属資料 4 及び 5）では、各協議会において、平成 29 年度中に、

下記項目を実施すべきとされている。

・教育委員会等に、大規模氾濫減災協議会が主体となり、防災教育の充実につい

て連携・協力して実施する旨を申し出る。

・防災教育に関する支援を実施する学校を教育委員会等と連携して平成２９年度

中に決定。

事務局としては、現在、継続的に支援を実施している複数の小学校の中から、上越

教育大学大学院の山縣教授の協力の下、もっとも内容の濃い防災教育が成されている

上越市立春日新田小学校を、本協議会の支援校として決定し、今までどおり支援を

継続していきたいと考えている。

第 4回幹事会にて仮決定された上越市立春日新田小学校について、事務局から上越

市教育委員会へ説明に行き、平成 30年 2月 20日付で大規模氾濫減災協議会への支援

校として推薦を頂いた。

上記より、事務局から平成 30年 3月 5日に上越市立春日新田小学校に説明に行き、

校長及び教頭に支援校として決定する旨の承諾を得られた。

よって、本協議会においては、上越市立春日新田小学校を防災教育に関する支援校

として正式に決定したい。
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防災・河川環境教育の充実に係る取組の強化について

標記について、国土交通省水管理・国土保全局防災課長及び河川環境課長から別添

のとおり通知があったので、通知する。

なお、本通知については、別途、新潟県土木部長、富山県土木部長、石川県危機管理

監・土木部長、新潟市危機管理監に対して通知していることを申し添える。
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H29.11.7付け防災課課長補佐、河川環境課課長補佐からの事務連絡に対する補足
（１）対応が必要な事項

＜平成２９年度中に対応が必要な事項＞

・教育委員会等に、大規模氾濫減災協議会が主体となり、防災教育の充実につ

いて連携・協力して実施する旨を申し出る。

・防災教育に関する支援を実施する学校を教育委員会等と連携して平成２９年

度中に決定。

・上記の学校に対して「指導計画の作成支援」※に着手する。

※「指導計画の作成支援」とは新たな指導計画を作成することのみではなく、

データ・写真等の資料を提供することも含まれる。

＜平成３０年度末までに対応が必要な事項＞

・「国の支援により作成した指導計画」（支援した取組例等も含む）について、

協議会及び隣接する都道府県管理河川協議会等に関係する市町村の全ての学

校に情報提供を行う。

（２） 今後の進め方のイメージ（案）

・別添資料①を参照。なお、県教育委員会、市町村教育委員会へは、別添資料

②のとおり、文部科学省より本件に関する通知が発出されております。

（３） 本局より本省へ確認した事項

・別添資料③本省Ｑ＆Ａを参照してください。

（４）問い合わせ先

【羽越、阿賀野川、阿賀川、信濃川下流、信濃川、千曲川、高田】

水災害予報センター

水災害対策専門官 佐々木 M3852 sasaki-t848a@mlit.go.jp

流域水害対策係長 境 M3871 sakai-k84k2@mlit.go.jp

【黒部、富山、金沢】

河川計画課

建設専門官 長谷川 M3617 hasegawa-t8457@mlit.go.jp

地域連携係長 渡邉 M3673 watanabe-k84s8@mlit.go.jp

以 上
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